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In brief 

外国子会社合算税制は、2017 年度税制改正により、「BEPS 最終報告書」の勧告を踏まえた総合的な見直し

が行われました。改正後の制度（以下「新制度」）では、租税回避リスクを外国子会社の個々の活動内容によ

って把握し、効果的な租税回避リスクに対応できるように、外国子会社の所得の種類等に応じた合算課税に

より重心をおいた制度とする見直しが行われています。  

一方で、企業の事務負担の軽減の措置として、租税負担率による適用免除規定や、適用免除の適用を受け

るための確定申告書への書面添付要件等を廃止しています。新制度は、トリガー税率に代わる適用免除税

率の導入等により、改正前の制度の骨格が維持されている面もありますが、合算課税制度対象法人の判定

基準や、部分合算課税対象所得の算定等、改正前の制度（以下「旧制度」）と異なる点も多く見受けられま

す。新制度は、外国関係会社の 2018 年 4 月１日以後に開始する事業年度から適用されますが、新制度の

申告へのスムーズな対応を行うには、子会社の状況の把握や情報収集の体制の整備等を前倒しで進めるこ

とが必要と思われます。 

本号では、新制度の申告の体制に向けた留意事項等について解説いたします。 

 

In detail 

1. 2017年度税制改正による外国子会社合算税制の見直し 

旧制度の外国子会社合算税制は、会社の租税負担率（20％のトリガー税率）や会社としての実体の有無等

によって租税負担リスクを把握し、合算対象の判定が行われていました。そのため、トリガー税率以上の場合

は経済実体が伴わない所得でも合算課税されず、トリガー税率未満の場合には実体のある事業からの所得

も合算対象とされることがあり、今般の改正に至ったものです。 

 

新制度では、①経済活動基準をすべて満たす事業（実体ある事業）からの所得については、租税負担率に

関わらず合算対象外（租税負担割合が20％未満の場合は受動的所得のみ部分合算）、②経済活動基準の

いずれかを満たさない外国子会社の所得については、租税負担率が20％未満の場合は会社単位で合算対

象、③経済実体のない外国子会社の所得については、租税負担率が30％未満の場合は会社単位で合算対

象とされます。また、受動的所得の合算課税制度では、旧制度下の資産性所得の（合算課税の）少額免除基

準を拡充した措置が設けられています。 

 

2. 主な改正事項と新制度適用に係る留意点 

i) 合算対象とされる外国法人(外国関係会社)の判定方法の見直し 

旧制度では、外国法人に対する持分割合（50％超）で判定が行われていましたが、新制度では実質支配基

準が導入され、持分割合が 50％以下であっても実質支配基準を満たす場合には外国関係会社に該当する

ことになります。また、間接保有割合の算定に当たっては、改正前の掛け算方式から改正後は連鎖方式に変
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更され、新制度の適用により「外国関係会社」に該当することとなる場合もあります。 

 

上記の改正を踏まえて、新制度に適用により合算対象法人に変更がないか、確認をすることが必要です。 

 
実質支配基準（残余財産

の請求権）による判定 

居住者又は内国法人がその外国法人の残余財産のおおむね全部を請求することができる等の関係が

ある場合におけるその外国法人 

保有割合 外国関係会社の判定上、間接保有割合の判定においては、内国法人等との間に 50％超の株式等の

保有を通じた連鎖関係がある外国法人が有する、判定対象となる外国法人に対する持分割合等に基

づいて算定 

 

ii) 会社単位の合算課税制度 

旧制度の「適用除外基準」が「経済活動基準」として改組され、それぞれの基準（事業基準、実体基準及び管

理支配基準、所在地国基準、非関連者基準）についても見直しが行われています。一定の要件を満たす航

空機リース事業や保険業、委託製造を行う製造業等、新制度において合算対象の適用外とされる場合もあり

ますが、非関連者基準の見直しにより新制度において新たに合算対象の適用となる場合もあります。租税負

担率が 20％未満（適用免除税率）の外国関係会社については、その業務実体を確認し、合算課税制度の適

用の有無を見極める必要があります。 

 

iii) 部分合算課税制度 

旧制度における資産性所得の合算課税は、合算対象となる法人の業務（金融業かそれ以外か）に関わらず、

特定所得（剰余金の配当等、債権の利子、債権の償還差益、株式等の譲渡所得、特許権等の使用料、船舶

又は航空機の貸付対価）を合算するというシンプルな制度でしたが、新制度では合算対象とされる所得の範

囲や算定方法について大幅な見直しが行われました。まず、合算課税の合算対象とされる所得の範囲が拡

充され（デリバティブ取引損益や外国為替差損益も合算対象に含められますが、金融子会社等とそれ以外の

場合で合算対象範囲が異なります）、所得通算の合計がマイナスとなる所得区分（下記の B グループ所得）

については、部分対象損失金額について、新たに繰越控除制度が設けられる等、所得計算も複雑になって

います。会社単位での合算課税所得がない場合も、新制度では部分合算課税所得が生じることがあり、注意

を要します。 

 
【金融子会社等以外の場合の部分合算課税における課税対象金額の計算】 

  
出所： 平成 28 年度税制改正 財務省作成資料に基づき PwC 作成 

 

iv) 特定の外国関係会社に係る会社単位の合算課税制度 

ペーパーカンパニーや事実上のキャッシュボックス、財務大臣指定国等所在会社に該当する外国関係会社
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で、租税負担率が 30％未満の居住地国の会社の場合は、新制度において新たに会社単位の合算課税制

度の対象となります。これらの所在地国に子会社がある場合には、事業の実体について情報を収集するとと

もに、外国関係会社に該当する場合には、組織再編等も視野に入れた見直しの検討が必要と思われます。 

 

 

Let’s talk 

より詳しい情報、または個別案件への取り組みにつきましては、当法人の貴社担当者もしくは下記までお問

い合わせください。 

PwC 税理士法人  
〒100-6015 東京都千代田区霞が関 3 丁目 2 番 5 号 霞が関ビル 15 階 
電話 : 03-5251-2400（代表）  

Email: pwcjapan.taxpr@jp.pwc.com 

www.pwc.com/jp/tax 
 

パートナー  

川崎 陽子 

03-5251-2450 

yoko.kawasaki@pwc.com 

パートナー  

鬼頭 朱実 
03-5251-2461 

akemi.kitou@jp.pwc.com 

パートナー  

山田 祐介 

03-5251-2580 

yusuke.yamada@pwc.com 

 

ディレクター  

荒井 優美子 

03-5251-2475 

yumiko.arai@pwc.com 
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